
 

 

平成 19 年 4 月 18 日 

 

モデル事業の今後の方向性について ver.3 

 

 「診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業」は、平成 17 年 9 月より開始され既に 1

年が経過した。本モデル事業のこれまでの運営状況を踏まえ、より有意義なモデル事業がよ

り円滑に行えるよう、今後の方向性について下記の通りとりまとめた。 

 （下記の事項の中には、直ちに取組むことが困難なものもあるが、取組みが比較的容易な

事項から、順次改善していくこととする。） 

 

１ 年間受付事例数について 

１）相談事例の分析 

1. 受付事例数が当初の予定より少ないが、受付に至らなかった相談事例の分析が重要で

ある。中央事務局への報告様式を資料２５－様式１「相談事例の報告様式」のように

改善する。 

 

２） 患者遺族からの受付方法 

1. 患者遺族からの相談があった場合、医療機関からの申し込みが前提であるとして拒否

するのではなく、患者遺族から医療機関への申し入れを勧め、地域事務局からも当該

医療機関により積極的に働きかけて、事例を受け付けるように努力する。 

2. 協力を得られなかった医療機関に対する聞き取り調査等を行い、協力を得られなかっ

た理由の把握・分析を行う。 

 

３）モデル事業の周知のあり方 

1. 医療機関等に対する本モデル事業の周知をより充実させる。 

2. 学会のホームページ、医療安全支援センターなどを通じたより積極的な広報を行う。 

3. モデル事業を実施している地域の住民に対しても、積極的なＰＲを行う。 

 

４）目標とする年間受付事例数 

1. 事例数の目標としては、現状の各地域事務局の受け入れ可能数を勘案し、年間２００

例ではなく８０例程度とする。 

 

５）個々の評価内容 

1. 事例数にとらわれることなく、個々の事例の評価内容を重視する。 
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